














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































産業開発計画 計画公表時期 厚生省の認可又は否認（中止） 解決期間
雌阿寒岳硫黄鉱山開発 ‘50年３月頃 ‘52年12月認可 １年10ヶ月
富士ケーブル建設 ‘47年 ‘54年７月（否決） ８年
大雪山鉱山開発 ‘56年初め ‘57年３月（中止） １年数ヶ月
層雲峡電源開発 ‘51年８月 ‘52年11月認可 １年４ヶ月
糟平電源開発 ‘51年８月頃 ‘52年11月認可 １年４ヶ月
豊平峡電源開発 ‘52年12月 ‘58年11月（中止） ５年９ヶ月
尾瀬沼取水工事 ‘47年２月 ‘47年７月認可 　　５ヶ月
本栖湖取水工事 ‘50年４月 ‘50年11月認可 　　７ヶ月
尾瀬ヶ原（一次） ‘48年３月 ‘51年５月（中止） ３年２ヶ月
黒部第四電源開発 ‘51年９月 ‘56年６月認可 ４年９ヶ月
尾瀬ヶ原（二次） ‘52年５月 ‘56年４月（中止） ３年９ヶ月
上高地電源開発 ‘56年10月 ‘57年２月（中止） 　　５ヶ月
北山川電源開発 ‘54年12月 ‘62年７月認可 ７年８ヶ月
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このような運動が勝利した原因の一つに，私は，田村剛らの電源開発計
画反対運動指導者の反対運動についての特異な戦略があったと考えている。
田村剛は，1954年12月に『国立公園』誌の「自然保護運動の展開」とい
う論文で，「近時尾瀬ヶ原の発電計画については，絶対にこれを認めない方
針で挑んでいる」，上高地については「梓川上高地上流に企画されているダ
ムの如きは絶対阻止されねばならない。」と強調した（3）。
私の考えによれば，田村剛らは，日光国立公園の尾瀬ヶ原，中部山岳国
立園の上高地を国立公園の中でも特別に重要視し，絶対に保護しなければ
ならないという強い信念をもっていた。
２大国立公園景観地を絶対守るというのが田村剛の戦略だとしても，そ
れが単なる掛け声ではなく，戦後の国立公園制度の大きな成果として，２
大国立公園内における電源開発計画を絶対反対によって完全に阻止しえた
ということを特記しておかなければならない。
絶対反対という運動論は，温厚な秩序をこのむ日本社会において，しば
しば過激で独断的な運動論のようにみなされるが，問題によっては，過激
にして独断的と思われても，断乎として闘うことが必要なことも少なくな
い。
尾瀬ヶ原，上高地における電源開発計画反対闘争は，そうした絶対反対
運動の勝利した数少ない事例であり，自然保護運動において絶大な歴史的
価値のある運動であった。
しかし逆に言えば，他の国立公園内の電源開発計画については，妥協も
やむをえないと考えていたということになるのである。田村剛らの電源開
発計画反対運動指導者の反対運動についての特異な戦略というのは，そう
した考え方だったのである。この問題は，つぎの問題である。
注
（１）拙稿「日光国立公園内の尾瀬ヶ原電源開発計画と反対運動」，『経済志林』
77−１，を参照。
（２）拙著『国立公園成立史の研究』を参照。
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５　国立公園内の自然保護運動にみる産業開発と自然保護の両立論
　　─３大国立公園内の開発計画反対運動の敗北と条件闘争の定着─
第５のポイントは，戦後に展開された国立公園内の自然保護運動には，
決定的な弱点，欠陥が存在したことである。
戦後展開された多くの国立公園内で産業開発計画反対運動が，しばしば
計画絶対反対をかかげてスタートしながら，途中で絶対反対の旗を降し，
条件付き賛成で妥協せざるをえなかった。しかしこれまで，この問題が真
摯に検討されず，絶対反対運動敗北の原因が分析されたり，反省がなされ
たことはなかった。
個々のケースについてすでに十分に検討されているので，詳しく繰り返
さないが，ここでは反対運動を総体的にみてつぎのように指摘したい。
第１に指摘できることは，田村剛ら日本自然保護協会の指導者たちは，
尾瀬ヶ原，上高地の電源開発計画，大雪山硫黄鉱山開発計画以外の産業開
発計画については，それほど熱心に絶対反対しようとする信念をもってい
なかったということである。
３ケース以外の場合，彼らは，当初，建前上では絶対反対を主張はする
が，すぐに絶対反対の旗を降ろして，産業開発と自然保護の両立論にたっ
て，開発計画に一定の規制を施して，妥協するという条件闘争をやむをえ
ないものと考えていたのである。
最初から最後まで断乎として戦うという方針，意思がないのであれば，
絶対反対運動は成功するはずがない。すでに黒部第四，大雪山の層雲峡，
北山川の３大電源開発反対運動の検討で明かにされたように，日本自然保
護協会は，実は当初，建前上では，絶対反対を主張はするが，本質的に絶
対反対の方針を持っていなかったのである（1）。
しかし，田村剛ら日本自然保護協会の指導者たちが，安易に電源開発計
戦後日本の国立公園制度研究の総括
（３）田村剛「自然保護運動の展開」，『国立公園』第61号，1954年12月，３頁。
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画に絶対反対の旗をおろし，開発と自然保護の両立論にたって妥協してし
まったことは，大きな運動上の誤りだったと指摘しなければならない。
国立公園内の産業開発計画に絶対反対しようとする運動は，高度成長期
以降になって，南アルプススーパー林道，大雪山縦断道路，立山黒部アル
ペンルート，尾瀬自動車道路・奥鬼怒スパー林道などの建設絶対反対運動
として，おもに草の根の地域住民運動として生れてくるのであった。それ
は，もはや日本自然保護協会の枠組内のものではなかったが，戦後におい
てもそうした絶対反対運動も，主要な国立公園内の産業開発計画には最後
まで絶対反対を貫くべきであったと指摘しておきたい。たとええ，最後的
に絶対反対運動が敗北したとしてもである。
第２に指摘できることは，ではどうしてそのような産業開発と自然保護
の両立論にたった妥協的運動に陥ったかといえば，彼らが，国立公園は自
然保護のためのものであるという強力な理解を欠き，自然保護意識が十分
ではなく，容易に産業開発主義に屈したということに加え，少なくとも有
力な国立公園内の有力かつ特別貴重な景観をふくむ自然地域を産業開発か
ら絶対守るという戦略構想をもたなかったからであるということである。
さらにいえば，国立公園の産業開発計画反対運動の妥協的性格は，日本
自然保護協会の組織，指導者に妥協的な体質があったことに大きな原因が
あったと指摘しなければならない。
それは，拙稿で詳しく検討したように，日本自然保護協会の成立事情か
ら窺えることであるが，一つは，日本自然保護協会，あるいは国立公園委
員会，審議会，自然公園審議会が，官僚的性格の強い国立公園制度にかか
わってきた元官僚，また政界や産業界の重要人物を多くかかえていて，体
制的かつ妥協的傾向を強くもっていたからである。
国立公園運動の指導者・田村剛自身がそうした性格を多分にもっていた
が，自然保護を重視する田村剛の理想的な理念は，そうした日本自然保護
協会や国立公園委員会，審議会，自然公園審議会の中で十分発揮する余地
をもたなかったことでもある。
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しかし戦前の国立公園法自体のもつ自然保護理念の曖昧，弱点にもかか
わらず，国立公園行政当局，日本自然保護協会は，現行の国立公園法の枠
内で目一杯自然保護を貫くことが政策的には可能であった。事実尾瀬ケ原
と上高地で実現したのであるから。
問題は，なぜ尾瀬ケ原と上高地の場合のように，他の電源開発計画にも
絶対反対を貫けず，妥協的になったのかである。
その根本的な原因は，戦後における社会状況にあったと考えられる。
田村剛ら日本自然保護協会の指導者たちが，産業開発優先の社会状況に
あって，断乎として国立公園内の産業開発計画にたいして絶対反対運動の
方針をだしかねていたのである。そもそも，戦後，とくに戦後後期の社会
状況にいおいて，産業開発か自然保護かという二者択一的な選択を迫られ
た時に，田村剛ら日本自然保護協会の指導者たちは，黒四と北山川，さら
には層雲峡の電源開発計画に全面的に絶対反対して国民支持をえる自信を
もてなかったのである。
言い換えれば，当時，この産業開発計画に尾瀬ヶ原と上高地の２計画に
加えて他の多くの計画に絶対反対できる社会的状況，展望があまり存在し
なかったということである。当時，産業開発に絶対反対を貫こうとする学
者，文化人，住民，あるいは自然保護団体や学会はほとんど存在せず，田
村剛ら日本自然保護協会の指導者たちは，意識的にか無自覚的にかを問わ
ず，黒四と北山川，さらには層雲峡の電源開発計画に全面的に絶対反対運
動を成功裏に組織する状況になかったと判断していたということである。
しかしだからといって国立公園内の産業開発計画にたいする絶対反対運
動は，必要がなかった，やるべきではなかったということではない。少な
くとも黒部第四，大雪山の層雲峡，北山川の３大電源開発絶対反対運動は
おこなわれるべきであったし，またそのために事前に十分な準備をおこな
っておくべきだったと指摘しておかなければならない。
戦後日本の国立公園制度研究の総括
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６　自然保護運動における自然概念の前進と国立公園政策の後退
第６のポイントは，戦後の国立公園法解釈や実施された政策において，
大きな変化があったかどうかを確認しておくことである。
すでに指摘したように，国立公園法の改正による「特別保護地区」の設
定は，国立公園制度の自然保護規定の強化であった。
さらに注目すべきは，日本自然保護協会は，自然保護運動をつうじて，
自然保護理念を進化させ，自然保護運動に理論的な貢献をもたらしたとい
う点である。
その第一段階では，国立公園法では，自然はとかく「自然景観」として
問題になり，自然概念が風景的なニュアンスが強かったが，尾瀬保存期成
同盟の規約にみられるように，自然を自然ととらえ，あるいは自然生態と
してより深い自然概念の把握に進化したとことである。
尾瀬の自然を保護するためには，国立公園法的な自然景観の概念では反
対運動の根拠が薄弱であったからである（1）。
第２段階では，日本自然保護協会は，戦後後期に入って，これまでの運
動を明確な形で充分な反省に立っていなかったとはいえ，北山川電源開発
反対運動の行き詰まり，黒部第四，層雲峡の電源開発反対運動の敗北の教
訓をふまえ，自然概念や自然概念の進化にともなった自然保護運動の新し
い方針を打ち出したことである（2）。
その新しい方針の第１点は，自然保護思想を普及させるという考え方で
ある。1957年に，日本自然保護協会の理事会は，自然保護教育の必要を取
り上げ，学校教育に自然保護思想の問題を取り入れるとうに主張した（3）。
注
（１）日本自然保護協会は，黒部第四，大雪山の層雲峡，北山川の３大電源開発
計画反対運動において，絶対反対の方針を最初から持っていなかったこと
については，それぞれの拙稿において，実証してある。さしあたり，各論
の小括を参照されたい。
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第２の方針は自然を風景とのみ捉えるのでなく，自然生態として捉える
理念を，鳥獣，動植物の保護の重要さへの認識に発展させたことである。
日本自然保護協会は1957年に鳥獣保護の運動に取り組み1957年に法人化
への転換とともに，生態学的な自然保護へと思想転換をはかっていった（4）。
もっとも日本自然保護協会の方針転換の真価がとわれるのは，公害問題
も浮上する高度成長期の国立公園内の自然保護運動であるが，この問題は
つぎの次期の課題である。
他方，国立公園の目的に，国民的な利用を是とする規定を含んでいたこ
とから，戦後の国立公園行政は，国立公園を観光的に利用しようとする政
策を強化してきたことがあげられる。この政策的後退は，高度成長期に顕
著になってくるが，その芽は，戦後の国立公園政策に芽生えていた。
戦後ただちに，田村は，『国立公園講話』において国立公園を観光的に利
用しようとする傾向に警告を与えた。
戦後「取り残された唯一の国土資源たる自然風景のあることに気づいた
のであるが」が，「ところが，ここにも亦，かなりの自惚が手傅って，国土
風景の正當な認識が缺けている恨みがる。」「国立公園は，今日まだ一般に
は，観光事業の対象として認識されているだけの段階であるから，吾々の
国立公園観念からすれば，甚だしく歪められているように想われる。」（5）
田村剛は，さらに，国立公園が観光的利用に傾きがちであることについ
て「国立公園は，文字通り国家百年の計画に基づいてその大綱が樹立せら
れねばならぬのに，今日の焦眉の急に際会して，溺れる者が藁をもつかむ
姿で，国立公園をば，ただ観光資源として利用しようとしているだけのこ
とである。」と警告し，戦後の国立公園運動が，「国家百年の計画に基づい
てその大綱」の樹立を追求せずに，観光利害を中心的な動機にして動いて
いると危惧している。
田村は，心情的には，戦後こそ「国家百年の計画に基づいてその大綱」
を「樹立」したいと願ったのであろう。しかし，現実は厳しく，そう容易
に彼の願う方向へは進まなかったのである。財政的，管理機構のともなわ
戦後日本の国立公園制度研究の総括
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ない形での国立公園の拡大，それは国立公園の粗製濫造であった。
国立公園は，宿命的に観光開発，観光的な利用と密接に関連していた。
国立公園行政当局が，国立公園を充実し，自然保護政策を強化しようとす
れば，同時に国立公園を観光的に利用するという掛け声を大きくして，国
民的同意，あるいは国会での政治的支持をえなければならなかった。
例えば国立公園議員懇談会に共産党の議員をふくめ多くの社会党などの
革新派議員が参加しているのは，決して自然保護政策を強化しそれを実効
たらしめるためではなく，地域開発，観光促進のためだったのである。
ただし国立公園の観光的な利用，そのための大々的な開発計画の提出は，
レジャーの大衆化がすすむ，高度成長期に入ってからであり，戦後には直
接的にはほとんど大問題化しなかった。例外的に1951年に提起された立山
山岳道路建設計画はあまり大きな問題にならず（6），富士山にケーブルカー
を建設するという計画なども提起されたが，容易に中止された（7）。
注
（１）この点については，拙稿「敗戦直後における国立公園制度の復活（下）」，
『経済志林』76−１，の３の（４）「1949年尾瀬保存期成同盟の発足と活動」
と（６）「尾瀬保存期成同盟の消滅」，および拙稿「戦後後期の国立公園制
度の整備・拡充（２）」，『経済志林』76−３，の「日本自然保護協会の設立
と活動」の節を参照されたい。
（２）詳しくは，前掲『自然保護のあゆみ』，第２章を参照。
（３）同上，139頁。
（４）同上，154頁。
（５）前掲『国立公園講話』，２−３頁。
（６）「中部山岳国立公園内の黒部第四発電所建設計画と反対運動」，『経済志林』
76−４，の５「黒部第四発電所建設計画と立山観光開発」の節を参照。
（７）「富士箱根国立公園内の戦後の観光開発計画と反対運動」―「戦後後期の
国立公園制度の整備・拡充（10）」，『経済志林』78−２，参照。
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結びに代えて―田村剛小評論―
最後に私の田村人物論を披露して戦後の国立公園制度についての研究を
締め繰りたい。
私は前著で日本の国立公園の成立史を研究してきたのであるが，その過
程で田村剛という人物を中心にして日本の国立公園制定の過程をみてきた。
田村剛は，まさに日本の「国立公園設立の父」と呼ばれるに相応しい人
物であった（1）。戦後においても田村剛の果した役割は大きかった。しかし
その場合，私は､ 巷間多くみられるように田村剛を手放して礼賛できない。
私にいわせるならば，田村剛は，日本の国立公園設立の父であるがゆえ
に，国立公園の目的を自然の保護と国民的な利用という相反する２重の目
的を並存させる制度をつくり，このアンビバレントな国立公園本質論を提
起し，現実にその矛盾に当面して，何れの側面を重視するかに悩み，時に
は自然を重視する政策をおこない，時には産業開発計画を認める政策にお
ちいり，苦闘してきた人物である。
田村剛は，いわば二重人格者であったとえよう。彼が国立公園の自然保
護を重視してきた理念，政策，活動のみを取り出してみれば，彼は，日本
の自然保護運動史に輝ける最高の人物だったとも捉えることができる。
しかし他面，田村剛は，産業開発と自然保護の両立という妥協的国立公
園理念にもとづいて，国立公園の国民的な利用，過剰な観光的利用と自然
破壊の著しい産業開発計画を許容し，これまでみたように，国立公園の自
然破壊を助長してきたことは明らかである。
私は，こうした矛盾しながらも日本の国立公園制定と運営に努力してき
た田村剛という人物に，特別な感心をいだいてきた。もし幾分でも若けれ
ば田村剛の評伝でも書きたいと思ったくらいである。しかし齢75になって
最早この課題を果たすことは不可能である。この点は，若い研究者に切に
実現をお願いするしかない。
田村剛は，戦後９年たって，「自然保護運動の展開」という論文で戦後の
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国立公園について自然保護運動の側面から総括的に興味深い指摘をおこな
っている（2）。
「思うに，国土狭小にして人口稠密，各種資源に恵まれざる日本に於て
は，自然保護は頗る困難な問題であるが，それだけに一層重要であるとい
わなくてはならぬ。
そして自然保護の拠るべき法制は，一応完璧に近いにも拘わらず，これ
が運用が当を得ていないことが痛感せられ，しかもその運用を誤らしめる
根本原因は，産業関係企業者が営利の追求に急であって，後代にも亘る国
民の福祉を軽視することと，その背後に資本家に踊らされる無理解な政治
家と行政家のあることである。しかし更に反省されることは，自然や観光
資源としての景勝がいかに重大な文化的意義を有するものであるかを広く
一般国民に知らしめるための，専門家の努力の足らない点である。
わが国には世界的に珍重される個有の動植物にして，絶滅に瀕している
ものが少くない。これを知る者は専門学者である。それにも拘わらず，こ
れを救うために，専門学者や専門学会等で，真剣にこれをとりあげる者が
頗る少い。これに似た事情は海外にも聞かれるけれども，それは見本と同
日の談ではない。われわれは，自然保護に関する知識の普及，特に次代の
国民たるべき青少年の教育にもつと努力しなくてはならぬと思われる。又
国民の知識は生活に必要な限度に止めることなく社会と自然とに亘つて，
広い常識を養い，自然保護に関する問題につき良識を以てその判断を誤ら
ないような素質を身につけるよう教育することが肝要であると思われる。」
ここで田村の主張している要点は，５点ある，
第１は，国立公園法は「一応完璧に近い」かったが，その「運用」が誤
っていた。第２に，その誤りの「根本原因」は，「産業関係企業者が営利の
追求に急で」「国民の福祉を軽視」した。第３に，「その背後に資本家に踊
らされる無理解な政治家と行政家」がいた。第４に，「自然や観光資源とし
ての景勝」についての「重大な文化的意義」を「一般国民に知らしめる」
「専門家の努力」が「足らな」かった。第５，「自然保護に関する知識の普
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及，特に次代の国民たるべき青少年の教育」が不十分であった。
こうした田村剛の見識は，必ずしも個々の産業開発計画反対運動につい
ての反省として明確に述べられているのはないが，実にリアルに戦後の国
立公園運動の問題点を総括的な反省を示しているといえよう。
しかし田村剛のこうした総括的な反省は，厚生省や日本自然保護協会の
方針や政策のために十分理解され生かされなかったことは明らかである。
さきの総括的反省は，厚生省や国立公園委員会，審議会，自然公園審議会
で無視されたのである。
田村剛は，国立公園法のもつ自然保護と利用論という相矛盾する二重の
本質論の狭間で，何れを重視するかで苦悩した人物であった。
アメリカの国立公園の実態につうじていた彼は，国立公園法の自然保護
重視の側面を十分理解していたが，しかし現実の壁，一方では国民レベル
での自然重視の国立公園政策への無理解という厚い壁，他方では産業界の
開発計画の熱望という壁にぶつかって，田村剛の温厚な性格は，時には政
府とも断乎闘ったが，少数派の中で多数派になるための運動を組織し，大
資本中心の産業界と正面からぶつかって戦い，産業開発計画に敗北してさ
えさらに最後までたたかうとしう姿勢を貫けなかった。
率直にいって，田村剛は，資本の利益追求主義への評価が甘かった。彼
は，資本との調和，自然保護と開発の両立論を強いられ，良心的な産業界
の自然保護に期待した（3）。
田村剛は，1954年に現実に当面した場合の資本の利益追求主義への妥協
的傾向について自らつぎのように記している（4）。
「電力中央研究所理事長松永安左衛門氏外各理事その他と田村理事長と
の会談の機会があつて，尾瀬原，北山川等のような重要景観に於ける発電
は少なくともこれを後回しとし，他の電源未開発地点については，それぞ
れ協議方につき検討することにつき大体意見の一致点を見出したのは，一
つの収穫であった。…電源開発についても及ぶ限り譲歩して両立を計ると
いった協調的根本方針が，関係者の間で是認されるような機運に向かいつ
戦後日本の国立公園制度研究の総括
472
つある。」
さらにいえば，産業開発にたいして極めて楽観的な考えをもっていたこ
とがわる。
たとえば，田村剛は，同じ論文で「ここで多難な自然保護問題の将来に
つき達観するに，わが国産業振興上特に重要水力発電については既に問題
は大略で尽した観があり，今後新規の問題は多く予想されていない。」（5）。
1954年の段階で彼は，高成長期に入るべきその時期に，経済開発，或は
電源開発への展望で楽観論を披瀝し，そこで起こるであろう自然保護の危
機的様相をまった予想できなかった。事実として起きた高度成長への予想
は当時だれも出来なかったとはいえ，黒部第四や層雲狭の発電所建設の建
設による自然破壊の進行を正視すれば自然保護が開発によって危殆に陥れ
られかもしれないという予想は容易にできたであろうに。
田村剛が，ジョン・ミュアーとかラスキンのような大哲学者としてカリ
スマ化されないのは，ここに原因がある。私は，田村剛が，ジョン・ミュ
アーとかラスキンのような大哲学者，カリスマになって欲しかったと思う
のであるが，彼は，国立公園運動のために実践的でありすぎて，日本の自
然保護運動，自然保護の立場に立った国立公園運動に関して冷静かつ客観
的に考察する著書を書き残していないし，自然保護論についてのきちんと
した著作を残さなかった。
日本では，経済開発と自然保護を秤に掛ければ，圧倒的に経済開発の価
値を重視する風土が存在する。それは，戦前も戦後も，しかも今日にいた
るまでそうだといえる。
自然価値あるいは文化の価値は，つねに経済開発の価値に従属されてき
た。こうした風土の中で，田村剛の国立公園運動の過程で獲得した哲学は，
自然価値を経済開発の価値より上におきたいと思いつつ，やはりミュアー
やラスキンのように自然や文化を最優先する思想には至らなかったように
思われる。
それでも，田村は，戦前から次第に自然保護を重視するようになったし，
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戦後の民主主義社会を背景にして，戦前よりは一層自然を重視するように
なったと評価したい。
資本主義社会というものは，利潤追求を政治経済シムテムの社会原理と
する社会である。従って国立公園といえどもこの原理につねに曝されてお
り，時には国立公園の掛け替えのない自然，風景がその犠牲になる。
その時に，国民，世論，国立公園運動，自然保護運動，時の政治勢力は，
利潤追求主義を否定し，公共の利益として断乎国立公園の自然を守ること
ができるかどうかが問題である。
戦後の国立公園の自然保護運動を総括して言えることは，残念ながら，
利潤追求主義による産業開発に断乎として反対し，公共の利益のために自
然を守るという思想，運動が十分ではなかったと指摘しなければならない。
私は，まさに田村剛の国立公園論の中にそうした思想の強靭さの欠如，弱
点が示めされていると考える。
私達は，ここから何かを学ばなければならない。
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